上砂川町民間賃貸住宅家賃助成事業実施要綱　
（目的）
第１条　この要綱は、移住定住の促進と地域経済活性化を図ることを目的として、民間賃貸住宅に定住の意思をもって移り住む世帯に対し家賃の一部を助成することについて定める。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）　「民間賃貸住宅」とは、上砂川町において居住用に建設された建物で、次に掲げる住宅とする。

　　ア　中央南１条２丁目１番　「Ｍ・Ｌive　上砂川」

イ　鶉本町北２丁目１番　「サンモールうずら」
ウ　中央北２条２丁目１番　「Ｍ・Ｌive　上砂川（ミ．ライブⅡ）」
エ　中央北２条２丁目１番　「Ｍ・Ｌive　上砂川Ａ」
オ　中央北２条２丁目１番　「Ｍ・Ｌive　上砂川Ｂ」

（２）　「定住」とは、永住を前提として本町の住民基本台帳に登録し、かつその生活の本拠が登録の住所地にあることをいう。
（３）　「家賃」とは、民間賃貸住宅の賃貸借契約に定められた賃借料の月額（共益費、駐車場使用料等直接住宅の賃貸料と認められないものを除く。）をいう。
（助成対象世帯）
第３条　助成の対象となる者は、次の各号の全てに該当する者とする。
（１）　世帯主が満５０歳以下の者で、第２条に規定する民間賃貸住宅の所有者との間に賃貸借契約を締結し、当該民間賃貸住宅（所在地）に住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく住民登録を行い、現に居住していること。
（２）　世帯全員が町税（町民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保険税）、使用料及び手数料等を滞納していないこと。
（３）　世帯全員が町内に他の住宅を所有又は借用していない者。
（４）　公務員、転勤・出向者、出稼ぎ等による者でないこと。
（５）　世帯全員が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けていないこと。
（６）　世帯員に外国人を含む場合は、当該外国人が出入国管理及び難民認定法（昭和　　２６年政令第３１９号）その他の法令に基づき、日本国に永住権を有している者。
（助成金の額及び対象期間等）
第４条　助成金は，月額５千円とする。
２　前項の規定にかかわらず、第２条第１号エ及びオに掲げる住宅における助成金の月額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。
（１）単身世帯 ５，０００円
（２）単身世帯以外の世帯 １０，０００円
３　助成金の交付対象期間は、交付申請のあった日の属する月の翌月から６０月間を限度とする。
４　助成金は、４月１日を起算日として１年を第１期（４月から９月まで）、第２期　　　（１０月から３月まで）に区分し、それぞれの期の交付対象期間分について要件確認後、　交付するものとする。
（交付申請）
第５条　助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、毎年度、上砂川町民間賃貸住宅家賃助成交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。ただし、２年目以降は、４月１日（休日の場合は翌日）までに申請をするものとし、町長が認める書類の添付を省略することができる。
（１）　民間賃貸住宅の賃貸借契約書等の写し
（２）　住民票謄本
（３）　納税証明書（世帯員分）
（４）　誓約・承諾書
（５）　雇用証明書（様式第５号）
（６）　その他町長が必要と認めた書類
２　過去に本要綱に基づく支給を受けた者が再度申請をすることは出来ない。

（交付決定）
第６条　町長は、前条による申請があった場合は、内容の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、適当と認めるときは、上砂川町民間賃貸住宅家賃助成交付決定書（様式第２号）により申請者に通知する。

（交付請求）
第７条　前条の規定による交付決定の通知を受けた申請者（以下「交付対象者」という。）は、第４条第４項に規定する各期最後の月末日までに、上砂川町民間賃貸住宅家賃助成請求書（様式第３号）により町長に助成金の交付を請求しなければいけない。

（助成金の交付）
第８条　町長は、前条による請求があった場合は、その内容を審査し、適当と認めるときは，第４条第４項に規定するそれぞれの期の助成対象月分の助成金を各期最後の月末日から起算して３０日以内に交付対象者に交付するものとする。

（届出の義務）
第９条　交付対象者は、次の各号のいずれかに該当するときは、町長に申し出なければならない。
（１）　その者が第３条に掲げる要件を欠いたとき。
（２）　住宅の賃貸借契約を解除したとき。
（３）　その他申請の内容に変更があったとき。

（交付資格の喪失）
第１０条　町長は、交付対象者が民間賃貸住宅を退去し、若しくは契約の解除をしたとき又は第３条各号に掲げる者に該当しなくなったときは、当該事由が発生した日の属する月の翌月分以降の助成金は交付しないものとする。
（決定の取消し）
第１１条　町長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは，助成金の交付の決定を取消すことができる。
（１）　最初の申請を行ってから６か月経過しないうちに退去したとき。
（２）　賃貸借契約を締結した住宅の所有者から家賃の滞納(２か月)報告を受けたとき。

（３）　偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。
（４）　第３条各号に掲げる者に該当しなくなったとき。
（５）　賃貸借契約を解除したとき。
（６）　その他，町長が相当の理由があると認めるとき。
２　町長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは，その旨を交付対象者に通知する。

（助成金の返還）
第１２条　町長は，前条の規定により助成金の交付の決定を取り消したときは，既に助成金が交付されている交付対象者に対し，上砂川町間賃貸住宅家賃助成返還命令書（様式第４号）により期限を定めて，助成金の返還を命じるものとする。

（その他）
第１３条　この要綱に定めるもののほか，必要な事項は町長が別に定める。

附　則
（施行期日）
１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
２ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
３ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

（この要綱の失効）
２ この要綱は、この要綱の失効前に交付決定を受けている交付対象者の助成金の交付については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。
